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1 序

2000年の建築基準法の改正において，建築構造設計は，従来の仕様規定型から性能規定型への方

向性が明確に示された。2001年には，日本建築学会「建築基礎構造設計指針」の改定が行われ，従

来の許容応力度設計法から，建物沈下量など変形評価を主体とする限界状態設計法に移行するとと

もに，直接基礎に沈下低減用の杭を併用したパイルド・ラフト基礎が新たな基礎形式として加えら

れた。これにより，従来の直接基礎と杭基礎の二者択一に対して，基礎の選択肢が拡大された。

ここで追加された「パイルド・ラフト基礎」は，要求性能の確保とコストダウンを同時に実現で

きる性能設計に則したいわば「第３の基礎形式」として，近年，研究開発が盛んに行われ、今では

各企業で広く採用されてきている新技術となった。また，2005年にはその開発と超高層建物への応

用展開の実績が評価された開発企業に対し，日本建築学会賞（技術）が授与されている。

2 建物基礎の種類とパイルド・ラフト基礎の特徴

かつて，建物の基礎構造は，建物荷重を基礎底面地盤で直接支持する直接基礎と，直接基礎とし

て設計できない場合に杭を打設して支持する杭基礎の２種類に大別されていた。直接基礎としての

成立性を検討するとき，基礎底面地盤の支持力は確保できるが，沈下または不同沈下が過大となる

場合がある。この場合，通常，杭基礎が採用されるが，支持層が深いと杭長が長くなり，工期，コ

ストの面で著しく不利になる。それを解決する合理的な設計手法として，従来の直接基礎（ラフ

ト）に沈下低減用の杭（パイル）をうまく組み合わせ建物性能を確保するパイルド・ラフト基礎が

開発されている。

パイルド・ラフト基礎は，直接基礎と杭基礎の中間領域にあり，直接基礎としての支持力は確保

できるが，建物荷重により過大な沈下や不同沈下が懸念される場合，直接基礎に沈下低減杭を併用

し，建物荷重の一部を杭に分担させることで沈下を抑制し建物性能を確保することを特徴とする基

礎形式である（図１）。
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また図１のように，地盤に地震による液状化の発生が懸念される層がある場合でも，例えば地盤改良

を併用することにより建物性能を確保することができる。

パイルド・ラフト基礎は，1980年代初頭より設計法の開発が着手されて以来，1987年には実建物にお

ける計測データを基に基本的な設計法が構築され，国内の建築物に初めて適用された。これまでに，低

層建物から超高層建物まで幅広い建物で挙動観測が行われ，設計法の妥当性の検証が実施されており，

現在までに数多くの適用実績（表１）がある。

表１ パイルド・ラフト基礎の主な適用事例

図１ 基礎型式の種類
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3 パイルド・ラフト基礎の設計法

パイルド・ラフト基礎の設計法は，日本建築学会「建築基礎構造設計指針（2001）」に示されている。

パイルド・ラフト基礎は，異なる基礎形式を併用した併用基礎のうち，直接基礎（ラフト）と杭基礎

（パイル）が複合してその両者で建物を支持するものである。この基礎形式は，直接基礎と杭が複合し
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て抵抗するため，これらの相互作用を考慮した支持力の評価が必要であるが，現状は直接基礎により支

持力が確保でき，沈下低減のため杭を併用する場合に適用範囲が限定されている。すなわち，パイル

ド・ラフト基礎は，直接基礎と杭基礎の両者の支持力を抵抗要素として考慮するが，支持力は，直接基

礎の支持力のみを評価し，杭は沈下低減用として用いることとしている。

⑴ 常時の設計法

パイルド・ラフト基礎の適用にあたり，最初に直接基礎としての基礎底面地盤の支持力を確認する。

この際，地震により基礎底面地盤の液状化の発生が懸念される場合や，圧密沈下の発生が懸念される場

合，直接基礎と杭が複合して建物を支持するため，建物性能確保上問題となる。この場合，液状化対策

工や，圧密沈下に対する設計上の配慮による対処が必要となる。

直接基礎としての支持力を確認した後，パイルド・ラフト基礎に用いる沈下低減杭を設計する。パイ

ルド・ラフト基礎では，直接基礎と杭が複合して抵抗し建物を支持するため，図２に示すような杭と地

盤と直接基礎の相互作用を考慮して沈下挙動の検討を行い，直接基礎と杭の荷重分担と，基礎の性能を

確認する必要がある。すなわち，単に直接基礎に杭を併用すればパイルド・ラフト基礎とならず，地盤

条件，基礎の構成要素の的確な評価が必要である。

⒜杭と杭 ⒝地表面荷重と地表面 ⒞杭と地表面 ⒟地表面荷重と杭

図２ パイルド・ラフト基礎の杭と地盤と直接基礎の相互作用

具体的には，図２に示した杭と地盤と直接基礎の相互作用の評価で得られた直接基礎と杭のばねを，

図３に示すように有限要素法でモデル化し，基礎の沈下，直接基礎と杭の荷重分担および基礎梁の応力

を評価することで，パイルド･ラフト基礎が設計される。

図３ パイルド・ラフト基礎の検討モデルの例
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4 パイルド・ラフト基礎の実施例

パイルド･ラフト基礎を採用することによって，基礎の合理化をおこなった事例を以下に紹介する。

ここでは，軟弱粘性土地盤における適用事例，液状化地盤における適用事例と，シルト層と砂層が混

在する地盤における適用事例を示す。

⑴ 軟弱粘性土地盤における適用事例

軟弱粘性土地盤が厚く分布する敷地に立地する保養所を，パイルド・ラフト基礎の適用により合理化

した事例を示す。

ａ．建物条件および地盤条件

本建物は，関東地方に建設された鉄筋コンクリート造，地上３階の保養所である。建物は短辺12.4

ⅿ，長辺33.7ⅿの長方形平面で，直接基礎とした際の長期平均接地圧は43kN/㎡である（図５，表２）。

敷地地盤の概要を図６に示す。地盤は，GL―2ⅿまで埋土層，GL―27.3ⅿまで軟弱な粘性土層，GL

―39.4ⅿまでＮ値10～20の礫混り粘性土層が分布し，支持層はGL―39.4ⅿ以深にＮ値50以上の安山岩

図６ 建物および地盤の概要

図５ 建物平面

表２ 建物概要

図４ パイルド・ラフト基礎の

地震時検討モデルの例

⑵ 地震時の設計法

超高層建物などでは，鉛直支持性能とともに，建物の耐

震安全性の確保が特に重要となる。

パイルド・ラフト基礎の地震時の設計法については，近

年，研究が盛んに行われており，常時と同様に，直接基礎

―地盤―杭の水平抵抗に対する相互作用を評価した設計法

が提案されている（図４）。また，上部構造―基礎―地盤

を一体とした連成系モデルによる動的相互作用解析を実施

して，基礎の安全性を詳細に検討する方法もある。
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層が分布している。

ｂ．基礎の合理化

地盤条件より，本建物を設計する場合，通常の設計ではGL―40ⅿに杭先端を支持させた支持杭基礎

あるいは摩擦杭基礎が考えられる。ここで支持杭基礎とするとφ800のPHC杭15本が必要となり，建

物規模に対する基礎のコストが過大となる。そこで，本建物では，建物規模が比 的小さく，荷重も小

さいため，パイルド・ラフト基礎が適用された。

適用にあたって，GL―2.1ⅿの基礎底面の支持力と下部に分布する軟弱粘性土層の圧密沈下が問題と

なる。これらについては，基礎底面地盤の平板載荷試験による地耐力の確認および，敷地地盤調査によ

る粘性土の室内試験を実施し，パイルド･ラフト基礎の成立性を確認している。

これより，本建物は，杭先端をGL―17ⅿの粘土層としたセメントミルク埋込み杭工法によるPHC

杭φ450，15本を用いたパイルド･ラフト基礎として設計された。

パイルド･ラフト基礎の概要を，支持杭基礎とした場合の比 とあわせ図６に示す。また，これらの

基礎のコスト比 を表３に示す。

表３ 基礎のコスト比較

φ φ

ｃ．コスト比較

本建物では，パイルド・ラフト基礎工法により，支持杭基礎としたときに比べ，杭長，杭径が低減さ

れ，基礎のコストの約55％低減，杭工事の発生残土の約85％削減が実現した。

⑵ 液状化地盤における適用事例

地震時に液状化の発生が懸念される敷地に立地する事務所ビルに，深層混合処理工法による格子状地

盤改良（TOFT工法）を併用して地震時安全性を確保したパイルド・ラフト基礎の合理化事例を示す。

ａ．建物条件および地盤条件

本建物は，東京都江東区に建設された鉄骨造，地上７階，塔屋１階の事務所（写真１，表４）であ

る。建物は短辺32.4ⅿ，長辺118.8ⅿの長方形平面で，直接基礎とした際の長期平均接地圧は100kN/

㎡である。

敷地地盤の概要を図７に示す。地盤は，GL―11ⅿまで液状化のおそれのある砂層が分布し，その下

部には軟弱な粘性土層が分布し，支持層はGL―45ⅿ以深となっている。
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ｂ．基礎の合理化

地盤条件より，本建物を設計する場合，通常の設計ではGL―50ⅿ付近に杭先端を支持させた支持杭

基礎となる。この際，φ900の先端根固め工法による鋼管杭100本程度が必要となり，基礎のコストが大

きく，建設残土の増大による大きな環境負荷が懸念された。このため，建物性能と耐震性を確保し，か

つコストダウンと環境負荷低減を実現するため，パイルド・ラフト基礎による合理化がおこなわれた。

基礎の合理化では，液状化層と軟弱粘性土層に対する対策が課題となる。ここでは，液状化層をGL

―12ⅿまでの深層混合処理工法による格子状地盤改良（TOFT工法）（図８）による液状化対策を行

い，粘性土層は，建物荷重による圧密沈下生じないように杭とラフトの荷重分担を設定することによ

り，直接基礎としての耐震安全性を確保し，パイルド･ラフト基礎の適用条件を満足させている。

以上の結果，建物は杭先端を過圧密状態のGL―32ⅿのシルト層としたセメントミルク埋込み杭工法

によるPHC杭φ600～900，70本を用いたパイルド･ラフト基礎として設計された。

採用した耐液状化地盤改良を併用したパイルド･ラフト基礎の概要を，支持杭基礎とした場合の比

とあわせて図９に，コスト比 を表５に示す。

図８ 格子状地盤改良

図９ 耐液状化地盤改良を併用したパイルド・ラフト基礎の概要

表５ 基礎のコスト比較

φ φ

写真１ 建物概要

表４ 建物概要

図７ 地盤の概要
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ｃ．コスト比較

本建物では，耐液状化地盤改良と併用したパイルド・ラフト基礎工法の採用により，支持杭基礎とし

たときに比べ，杭長，杭径，杭本数の低減がはかられ，支持杭基礎としたときに比べ，コストの約45％

低減，基礎工事期間の約30％短縮，杭工事の発生残土の約65％削減が実現した。

なお上記のコスト比 は，支持杭，パイルド・ラフト基礎共，耐液状化地盤改良を考慮した基礎設計

での比 とした。

⑶ シルト層と砂層が混在する地盤における適用事例

シルト層と砂層が混在する敷地地盤に立地する病院を，パイルド・ラフト基礎の適用により合理化し

た事例を示す。

ａ．建物条件および地盤条件

本建物は，東北地方に建設された鉄筋コンクリート造，地上９階・地下１階の病院（図10）である。

建物概要を表６に示す。

敷地地盤の概要を図11に示す。地盤は，GL―10ⅿまでシルト層，GL―10ⅿよりGL―30ⅿまで砂層

砂質シルト層が混在し，GL―30ⅿよりＮ値40～60の砂礫層が分布している。

図10 躯体イメージ図

表６ 建物概要

図11 建物および地盤の概要

ｂ．基礎の合理化

地盤条件より，本建物を設計する場合，通常の設計ではGL―35ⅿ～―40ⅿに杭先端を支持させる支

持杭基礎，あるいは摩擦杭基礎が考えられる。ここで支持杭基礎とすると杭長35～40ⅿ，
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φ1000（1400）～1600（2200）の拡底杭が159本必要となり，基礎のコストが大きくなる。また，摩擦

杭基礎としても，杭は建物全荷重を支持する必要があり，同様に基礎のコストが大きくなる。このた

め，本建物では，パイルド・ラフト基礎を適用することによる合理化がおこなわれた。

そこで本建物は，沈下抑止杭として場所打ちコンクリート直杭（アースドリル）φ1000～1800，12ⅿ

（一部15ⅿ）をGL―６ⅿ～―18ⅿ及びGL―２ⅿ～―14ⅿに159本打つことによるパイルド・ラフト基

礎として合理化が行われた。（図11）

ｃ．コスト比較

本建物では，パイルド・ラフト基礎工法により，一般の支持杭基礎とした時に比べ，基礎全体コスト

の約25％低減，基礎工事期間の約25％短縮，杭工事の発生残土の約60％削減が実現した。コスト比 を

表７に示す。

表７ 基礎のコスト比較

φ φ

5 まとめ

直接基礎，杭基礎につづく「第３の基礎形式」として，建物の要求性能の確保とコストダウンを同時

に実現できる可能性をもつ「パイルド・ラフト基礎」について，調査を行った。

パイルド・ラフト基礎は，建物性能を確保し，かつコストパフォーマンスと環境負荷の低減を実現す

る合理的な基礎工法として，低層建物から超高層建物まで幅広い建物での適用が行われており，今後は

公共建築工事においてもコスト低減技術として幅広い活用と展開が期待できる。

なお，本調査は㈱竹中工務店技術研究所，大成建設㈱建築技術研究所，㈳建築業協会地盤基礎専門部

会から技術資料，写真等を提供していただき，建築基礎構造設計指針（日本建築学会）から図２，３

を，建築基礎構造設計例集（日本建築学会）から図４・５・６を引用している。
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